
１　総括

歳出額 人件費 人件費率 (参考)１９年度

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 人件費率

一人当た
り給与費

給料 期末・勤勉手当 Ｂ　計 Ｂ／Ａ

玉名市の給与・定員管理等について

　市職員の給与や定員管理等の実態を市民の皆様にご理解いただくため、平成２１年４月1日現在の状況を公
表します。

千円
２３３，０９４

千円
５，０６２，４９２

％
１９．２２０年度

千円
２６，４３０，９７５

住民基本台帳人口

年３月３１日現在)

給与費

千円
２，２２２，３７３

職員手当

千円
９２０，３４８

　　　　２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

類似団体比較

一人当り給与費

千円
６，２１５

　(注）１　職員手当には退職手当を含みません。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

区分

％
２０．６

人
７０，９７６

人
５６９

区分
職員数

Ａ

２０年度

千円
５，９３３

千円
3,375,815

(注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指
数です。

　  　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの
です。

　３月１５日に公表した様式を一部変更しましたので、再度掲載しています。

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

実質収支

千円
４４８，９７５

(注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。
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参　　　考

平均年
齢

職員数
平均給料
月額

平均給与
月額
（Ａ）

平均給与
月額
（国ベー
）

対応する
民間の類
似職種

平均年
齢

平均給与
月額
（Ｂ）

Ａ／Ｂ

  ２５．０歳 ３人 １７５，７００円 １７６，５３３円 １７６，５３３円 調理員 ４４．２歳 ２１２，０００円 ８３．３％

５４．４歳 １９人 ３１５，９００円 ３２９，９５７円 ３２４，１４７円
歳 円

1

2

3

歳
４１．５

円
３８７，８３２

平均給与月額
（国ベース）

　　　　　　円
３５２，２５２

円
３７０，２９３

円
３９１，７７０

円
３６０，９８３

平均給与月額

円
３６６，９０５

円
４００，６６１

円
３９１，７７０

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など
のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされたもので
す。
また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

②技能労務職の表における民間類似職種の給与情報は、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調
査」（賃金センサス）の職種別の数値を３ヶ年平均（平成１８年度から平成２０年度までの各年度の労働者
数で過重平均）　したものです。また、技能労務職と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用
形態等の点において完全に一致しているものではありません。

「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

歳 円

（注）

歳 円

　　類似団体 ４８．９歳 ５７人 ２９３，８６３円 ３１６，８１９円 ３０５，７１８円

歳 円

　　国 ４９．２歳 ４，４２９人 ２８５，５４８円 ３２２，７３７円 ３２２，７３７円

うち学校給食
員

うちその他の
技能労務職

　　熊本県 ４６．９歳 ４４５人 ３１９，５０４円 ３５５，５８０円 ３３８，６７０円

民　　　間

　　玉名市   ５０．４歳
２２人

２９６，８００円 ３０９，０７２円 ３０４，０５４円
歳 円

熊本県

平均給料月額

円
３２８，６００

円
３４１，２３７

平均年齢

歳
４２．６

歳
４４．０

　　②技能労務職

区分

公務員

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円
３２５，５２１

円
３３３，６５０

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

区分

類似団体

玉名市

国

歳
４３．７

　　①一般行政職



玉名市 熊本県 国

１７２，２００円 １６７，０３４円 １７２，２００円

１４０，１００円 １３５，８９７円 １４０，１００円

１３７，２００円 １４２，２９９円 ―

（注）

経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

２５９，４００円 ２９６，５２８円 ３６８，３３０円

２２８，５００円 ２６０，０５７円 ３０６，０５０円

　　　　　　　　円 ２３６，６００円 ２８４，６００円

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

職員数 構成比

（注）１　　玉名市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

標準的な職務内容

　　　２　　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区分

１　級 主事、技師 ２２人 ４．２％ 

２　級 主事、技師 ４４人 ８．４％ 

３　級 係長、参事、主任、技術主任 １５２人 ２８．９％ 

４　級
課長補佐、主幹、特に高度な知識経験の係長、
参事、主任、技術主任

１６２人 ３０．８％ 

５　級
課長、審議員、高度な知識経験の課長補佐、
主幹

６３人 １２．０％ 

３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

７　級
高度な知識経験の部長、総合支所長、
首席審議員

１７人 ３．２％ 

６　級
部長、総合支所長、首席審議員、
高度な知識経験の課長、審議員

６６人 １２．５％ 

技能労務職
高校卒

中学卒

(2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

技能労務職

一般行政職

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

熊本県の初任給の額は、抑制措置後の額です。

区分

一般行政職

区分

大学卒

高校卒

大学卒

高校卒

高校卒



　一般行政職の級別職員数の推移

(注）

昇給への勤務成績の反映は行っていません。

平成18年に９級制から7級制に変更しています。（旧給料表の１級及び2級並びに４級及び５級
をそれぞれ統合）

５年前構成比は参考までに合併前の玉名市構成比を掲載しています。

（２）昇給への勤務成績の反映状況
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４　職員の手当の状況

勤勉手当 勤勉手当 勤勉手当

１．５月分 １．５月分 １．５月分

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

勤勉手当への勤務成績の反映はありません。

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分

勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度
額

59.28月分 59.28月分
最高限度
額

59.28月分 59.28月分

その他の
加算措置

その他の
加算措置

―　　千円
２４，９８９

千円

（３）地域手当（平成２１年４月1日現在）

支給対象
地域

支給率
支給対象
職員数

支給対象
職員数

国の制度
（支給率）

福岡市 10% １人 １人 10%

(1) 期末手当・勤勉手当

支給職員1人当たり平均支給年額（２０年度）

３２９千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額で
す。

支給実績（２０年度）

３２８，９１４円

1人当たり平均支給額

役職加算　　　　　５％～２０％役職加算　　　　　５％～１５％

管理職加算　　　１０％～２５％

玉名市 国

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

（２０年度支給割合）

期末手当    

（加算措置の状況）

(2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）

役職加算　　　　　５％～２０％

管理職加算　　　１５％～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　  　　　３．０月分 　　　３．０月分

期末手当    

３．０月分

（２０年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（２０年度支給割合）

（加算措置の状況）

期末手当    

１，６１７千円

１人当たり平均支給額（２０年度）

玉名市 国

１人当たり平均支給額（２０年度）

―   　千円

熊本県

１人当たり平均支給額（２０年度）

１，８１８千円



（４）特殊勤務手当（平成２１年４月１日）

支給実績（平成２０年度決算）

７種類の手当の内容等

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

市税事務従事手当 市税事務に従事する職員 市税の賦課徴収業務 日額　２２０円

防疫等作業手当
感染症発生地の消毒及び患者
の処置に従事した職員

感染症の病原体に汚
染されている区域に
おいて患者の看護又
は当該病原体の付着
した物件若しくは付着
の疑いのある物件の
処理作業

日額　５００円

清掃作業手当 ごみ収集に従事した職員
不法投棄ごみの収
集、運搬作業

日額　２２０円

結核患者等訪問指導手
当

感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律
に規定する一類感染症及び二
類感染症の患者に対して行う訪
問指導及び精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律の規
定に基づき行う訪問指導に従事
した保健師

左記法律に基づく訪
問指導に業務

日額　２００円

福祉業務手当
生活保護の業務に従事する指
導員及び現業員

生活保護法の規定に
基づく保護の業務

日額　２００円

行旅病人等取扱手当
行旅病人及び死亡人等の取扱
いに従事した職員

行旅病人又は行旅死
亡人の収容業務

１件　行旅病人８００円
行旅死亡人　２，０００
円

用地交渉等手当
公共事業の実施に伴う用地の
取得又は物件移転に伴う補償
に係る交渉に従事した職員

用地交渉又は移転補
償交渉の業務

日額　５００円

２，１１７千円

（注）特殊勤務手当とは、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、給
与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められるもの
に従事する職員には、その勤務の特殊性に応じて特殊勤務手当を支給しています。

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度）

手当の種類（手当数）

４４，１０２円

８．４４％

７



（５）時間外勤務手当（平成２１年４月１日）

支給実績（平成１９年度決算）

支給実績（平成２０年度決算）

（６）その他の手当（平成２１年４月１日）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（H２０年度決
算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額
（H２０年度決算）

扶養手当
（月額）

○扶養親族のある職員
①配偶者13,000円
②配偶者以外
（ア）6,500円（職員に配偶者がいない
場合は、そのうち１人について11,000
円）（イ）加算措置：16歳から22歳まで
の間にある子１人につき5,000円を加
算

同じ ６５，０７９千円 ２２８，３４７円

住居手当
（月額）

○自ら借り受けている住宅若しくは自
らの所有に係る住宅に居住している
職員に支給
①借家の場合は国に準じた方法によ
り手当額を算出し支給（27,000円を限
度）②持ち家の場合は新築又は購入
から５年間は一律2,500円を支給し、５
年経過後は一律1,000円を支給

一部異
なる

持ち家の場合、新
築又は購入から５
年経過後1,000円
を支給

３２，６５６千円 １２３，２３１円

通勤手当
（月額）

○通勤のために、交通機関や交通用
具（自動車等）を利用している通勤距
離が片道２ｋｍ以上である職員に支
給
①交通機関の利用者：定期券又は回
数券等による運賃等相当額で一箇月
55,000円を上限に支給
②自動車等交通用具利用者：通勤距
離に応じた月額2,000円（5km未満）か
ら24,500円（60km以上）の範囲で支給

同じ ２１，６２３千円 ４７，３１６円

管理職
手当
（月額）

○管理又は監督の地位にある課長
級以上の職員に職責に応じて定額を
支給①部長級（51,000円～47,000円）
②課長級（45,000円～30,000円）

同じ ４１，３８４千円 ４５９，８２２円

管理職員
特別手当

○管理職手当を支給されている職員
が、臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により、週休日又は
休日等に勤務した場合に支給
①１回につき4,000円（6時間を越える
場合の勤務は6,000円）

６８千円 ４，０００円

（注）

（注）時間外勤務手当とは、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合に正規の勤務時間を越えて勤務した場
合に支給される手当です。

給料や各種手当を国の制度と比較しているのは、地方公務員法において国家公務員との均衡の原
則が規定されているからです。

１０１，６１７千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

１６６千円

５１，９３７千円

１０８千円



５　特別職等の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

給料

８８０，０００円 １，０３０，０００円／ ６７９，０００円

６７７，０００円 ８２２，０００円／ ５７１，０００円

５５２，０００円 　　　　　　　　円／ 　　　　　　　　円

報酬 ４１９，０００円 ５５１，０００円／ ３０５，０００円

３８３，０００円 ５０７，０００円／ ２５０，０００円

３５９，０００円 ４７５，０００円／ ２４０，０００円

教育長

議員

勤勉手当 教育長

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市長 給料月額×５００／１００
×在職年数

１７，６００，０００円 任期毎

退職手当
副市長 給料月額×２９０／１００

×在職年数
７，８５３，２００円 任期毎

教育長 給料月額×２４０／１００
×在職年数

５，２９９，２００円 任期毎

備考

（注）

計　　　　　　３．１０月分　　　　　　加算措置　　有

計　　　　　　３．１０月分　　　　　　加算措置　　有

副議長

　（２１年度支給割合）

 ６月期　　１．４５月分

１２月期　　１．６５月分

　（２１年度支給割合）

 ６月期　　１．２５月分

１２月期　　１．５０月分

計　　　　　　２．７５月分　　　　　　加算措置　　有

期末手当

議長

副市長

１２月期　　１．６５月分

議長

副議長

議員

市長

区分

（参考）類似団体における最高／最低額

給料月額等

市長

副市長

教育長

退職手当の「１期の手当額」は４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年
＝４８月）の勤めた場合における退職手当の見込額です。

　（２１年度支給割合）

 ６月期　　０．７０月分

１２月期　　０．７０月分

計　　　　　１．４０月分　　　　　　　加算措置　　有

　（２１年度支給割合）

 ６月期　　１．４５月分



６　職員数の状況

区分

部門

議会

総務

税務

労働

農水

商工

土木

民生

衛生

小計

教育
部門

教育

合　　　　計

(注） 職員数は一般職に属する職員数です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

２０歳 ２０歳 ２４歳 ２８歳 ３２歳 ３６歳 ４０歳 ４４歳 ４８歳 ５２歳 ５６歳 ６０歳

区分 計

未満 ２３歳 ２７歳 ３１歳 ３５歳 ３９歳 ４３歳 ４７歳 ５１歳 ５５歳 ５９歳 以上

職員数 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

4 16 36 63 76 80 62 39 58 85 92 1 612

主な増減理由平成２０年 平成２１年
対前年

増減数

46

16

普通
会計
部門

一般
行政
部門

68

132

1

7

34

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

欠員不補充153

32

1

▲ 1

▲ 7

業務増（介護保険事業、後期高齢
者事業）

0

▲ 13

▲ 6

▲ 3

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小、欠員不補充

民間委託

事務の統廃合縮小、欠員不補充

業務増

事務の統廃合縮小

欠員不補充

17

67

125

7

152

32

0

42

▲ 1

0

▲ 1

▲ 4

0

公営
企業
等会
計部
門

476489

25 27

62

81

16

21

75

13

21

61
612 ▲ 20

34

水道

下水道

その他

小計

0

2

▲ 1
632

0%

5%

10%

15%

20%

25%

２０
歳
未
満

20
歳
～
23
歳

24
歳
～
27
歳

28
歳
～
31
歳

32
歳
～
35
歳

36
歳
～
39
歳

40
歳
～
43
歳

44
歳
～
47
歳

48
歳
～
51
歳

52
歳
～
55
歳

56
歳
～
59
歳

60
歳
以
上 年齢区分

％

構成比

５年前の
構成比



（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

　　①平成18年4月1日～平成22年４月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

＜年次別目標＞

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

当該年度４月1日現在の職員数（人） 682 664 632 612 581

当該年度３月31日現在の退職者数（人 26 45 27 41 20

当該年度の新規採用予定者数（人） 8 8 13 7 10

対前年削減数（人） -15 -18 -32 -20 -31

削減率（％） -2.2% -2.6% -4.8% -3.2% -5.1%

累計の削減者数（人） -15 -33 -65 -85 -116

累計の削減率（％） -2.2% -4.8% -9.7% -12.8% -17.9%

(注）　　　計画期間は、18年～22年の５年間です。

　　②　定員管理の年次別進捗状況（実績）の概要

職員数 職員数

682 599

599人　　　約-12.2％

-12.2%

計画期間 数値目標

-83

平成18年4月1日 平成22年4月1日 純減数 純減率

　　《参考》　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

始期 終期

平成18年4月1日 平成22年3月31日



７　公営企業職員の状況

区分 総費用

　　　　A

総費用に占め
る職員給与費
比率
　
B/A

(参考)
１９年度の総費用に
占める職員給与費比率

イ　決算

区分 職員数 一人当たり給与費

A 給料 職員手当 計B B/A

人 千円 千円 千円 千円

14 56,455 5,901 85,810 6,129

ウ　 特
記事項

平均月収額

５１０，７７６円

５６４，０９４円

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

区分

玉　名　市

団　体　平　均

基本給

３４８，１３０円

平均年齢

４２．７歳

事　　業　　者

　(注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

３７０，３６２円４５．６歳

歳

　　　　　　２　職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数です。

職員給与費

　
B

20年度

千円
２０年度

（注）　　　１　職員手当には退職手当を含みません。

千円
85,810

千円
63,210

　 ％
１４．０

(1)　水道事業

23,454

千円
668,983

純損益又は実質収支

　①　職員給与費の状況

　ア　決算

期末・勤勉手当

給　　　　与　　　　費

　 ％
１２．８



（支給率） （支給率）

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度
額

最高限度
額

―　 千円 ―　 千円 ―　 千円

支給対象
地域

支給率

福岡市 10%

２４，９８９千円

 ０千円

０円

一般行政職の制度
（支給率）

1人当たり平均支給
額

５９．２８月分

自己都合

２３．５０月分

３３．５０月分

勧奨・定年

３０．５５月分

４１．３４月分

５９．２８月分

期末手当    

３．００月分

４７．５０月分

玉　　名　　市

１．５０月分

期末手当    

３．００月分

勤勉手当    

１．５０月分

３３．５０月分

０人

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額
（２０年度決算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（２０年度決算）

10%

1人当たり平均支給
額

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

自己都合

２３．５０月分

５９．２８月分 ５９．２８月分

玉名市一般行政職

その他の加算措置　　　　　定年前早期退職特例
措置（２％～２０％加算）

その他の加算措置　　　　　定年前早期退職特例措
置（２％～２０％加算）

５９．２８月分

４７．５０月分

勧奨・定年

３０．５５月分

４１．３４月分

５９．２８月分

（２０年度支給割合）

玉名市一般行政職

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（２０年度支給割合）

１，３４０千円

１人当たり平均支給額（２０年度）

玉　名　市

勤勉手当    

１人当たり平均支給額（２０年度）

　③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

ウ　地域手当（平成２１年４月１日現在）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　　５％～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　　　５％～１５％

１，６１７千円



エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日）

支給実績（平成２０年度決算）

６種類の手当の内容等

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

点検手当 水道課職員 量水器指針の点検業務 １０件につき１２円以内

停水手当 水道課職員
停水業務
(給水装置の基準違反）

１件につき２５０円以内

発見手当 水道課職員
無届工事不正使用者を
発見した職員

１件につき１２０円以内

施設勤務手当 水道課職員 施設勤務職員（水源地等） 日額　１２０円

徴収手当 水道課職員 徴収業務に従事する職員 日額　１５０円

現場作業手当 水道課職員
専ら外勤する者又は現
場作業に従事する職員

日額　１５０円

４７３千円

（注）特殊勤務手当とは、著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、
給与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが適当でないと認められ
るものに従事する職員には、その勤務の特殊性に応じて特殊勤務手当を支給しています。

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２０年度）

手当の種類（手当数）

３３，７６６円

２．３％

６



オ　時間外勤務手当（平成２１年４月１日）

支給実績（平成１９年度決算）

支給実績（平成２０年度決算）

（６）その他の手当（平成２１年４月１日）

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（H２０年度決

算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額
（H２０年度決算）

扶養手当
（月額）

○扶養親族のある職員
①配偶者13,000円
②配偶者以外
（ア）6,500円（職員に配偶者がいない
場合は、そのうち１人について11,000
円）（イ）加算措置：16歳から22歳まで
の間にある子１人につき5,000円を加
算

同じ １，６９１千円 １８７，８８８円

住居手当
（月額）

○自ら借り受けている住宅若しくは自
らの所有に係る住宅に居住している
職員に支給
①借家の場合は国に準じた方法によ
り手当額を算出し支給（27,000円を限
度）②持ち家の場合は新築又は購入
から５年間は一律2,500円を支給し、５
年経過後は一律1,000円を支給

同じ ３３７千円 ８４，２５０円

通勤手当
（月額）

○通勤のために、交通機関や交通用
具（自動車等）を利用している通勤距
離が片道２ｋｍ以上である職員に支
給
①交通機関の利用者：定期券又は回
数券等による運賃等相当額で一箇月
55,000円を上限に支給
②自動車等交通用具利用者：通勤距
離に応じた月額2,000円（5km未満）か
ら24,500円（60km以上）の範囲で支給

同じ ６４３千円 ５３，６００円

管理職
手当
（月額）

○管理又は監督の地位にある課長
級以上の職員に職責に応じて定額を
支給①部長級（51,000円～47,000円）
②課長級（45,000円～30,000円）

同じ ４５６千円 ４５６，０００円

管理職員
特別手当

○管理職手当を支給されている職員
が、臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により、週休日又は
休日等に勤務した場合に支給①１回
につき4,000円（6時間を越える場合の
勤務は6,000円）

同じ ０千円 ０円

（注）時間外勤務手当とは、公務のため臨時又は緊急の必要がある場合に正規の勤務時間を越えて勤務した場
合に支給される手当です。

２，３８３千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

１７０千円

１，６３７千円

１３６千円



（７）定員管理の数値目標及び進捗状況

　　①平成18年4月1日～平成22年４月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

＜年次別目標＞

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

当該年度４月1日現在の職員数（人） 682 664 632 612 581

当該年度３月31日現在の退職者数（人 26 45 27 41 20

当該年度の新規採用予定者数（人） 8 8 13 7 10

対前年削減数（人） -15 -18 -32 -20 -31

削減率（％） -2.2% -2.6% -4.8% -3.2% -5.1%

累計の削減者数（人） -15 -33 -65 -85 -116

累計の削減率（％） -2.2% -4.8% -9.7% -12.8% -17.9%

(注）　　　計画期間は、18年～22年の５年間です。

　　②　定員管理の年次別進捗状況（実績）の概要

599人　　　約-12.2％

-12.2%

計画期間 数値目標

-83

始期 終期

平成18年4月1日 平成22年3月31日

平成18年4月1日 平成22年4月1日 純減数

　　《参考》　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

純減率

職員数 職員数

682 599


